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研究成果の概要（和文）：多文化家族の夫婦間での家庭内暴力の発生メカニズムを実証的に検討するとともに、その予
防に関する政策・施策の国際比較、さらには日常的な生活問題に関連する社会福祉学的な介入の指針を開発した。
学術的成果として、①夫婦間の家庭内暴力に関しては、夫と妻の双方向からアプローチした。②家庭内暴力の予防的な
政策や施策に関しては、欧米、オセアニア、そして東アジア地域の比較を行った。③多文化家族が直面している生活問
題を、ソーシャルワークという枠組みにおいて、専門的介入に関する指針を整理した。

研究成果の概要（英文）：Positively verifying the occurrence mechanism of domestic violence between 
couples, and made international comparison of policy and measure related to the prevention. Furthermore 
we've developed social welfare intervention guidance regarding daily problems.
 For a result of study:1)We've approached from both directions regarding domestic violence between 
couples.2)We've carried out comparison of Europe and Oceania, East Asia regions policy and measure 
related to the prevention of domestic violence.3)We've made an arrangement of social workers professional 
intervention guidance to solve living problems which multicultural families are facing with.

研究分野：国際福祉、社会福祉
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１．研究開始当初の背景 

東アジア３地域（日本、韓国、台湾）の結

婚移住女性の多くはブローカーが介在した

国際結婚（以下、「ブローカー介在型多文化

家族」）となっている（約 50％）。この「ブロ

ーカー介在型多文化家族」を取り巻く生活環

境は、東アジア３地域のいずれにおいても極

めて劣悪で過酷な状況にある。特に、夫の妻

に対する家庭内暴力や殺人といった不幸な

出来事、あるいは貧困等に起因する家庭崩壊

（結婚後５年以内の離婚確率は極めて高く

年単位でおおむね 40～50％前後）が多発して

いる。 

しかし、東アジア３地域の社会福祉学領域

において、ブローカー介在型多文化家族の女

性が日常的に家族形成を具体的に継続する

中でどのような生活問題（福祉ニーズ）に直

面し、またその生活問題が貧困、離婚、家庭

内暴力、ウエルビーイング等のさまざまなア

ウトカムにどのように関係しているのかに

ついては十分に研究されていない。社会福祉

学に立脚し、かつ東アジア３地域で発生して

いるブローカー介在型の多文化家族の生活

問題をどのように解決していくべきか、また

さらにその問題解決が本人のウエルビーイ

ングの維持・向上にどのようなインパクトを

与えるか等の詳細な解明は、単に社会福祉学

領域における学術研究の課題であるという

ことに留まらず、個々人の人権を尊重した社

会福祉実践活動の展開という点からも極め

て重要な課題と言えよう。 

さて、本研究の学術的背景として、代表研

究者は、日本社会福祉学会が日韓学術交流の

共同研究課題として位置づけた「ソーシャル

ワークと東アジアモデル構築に関する研究」

（文部科学省科学研究費補助金・基盤研究

Ｂ：研究代表者黒木保博）、ならびにその発

展課題としての「東アジアの社会的リスクと

ソーシャルワーク理論と実践に関する研究」

（同基盤研究Ｂ：黒木保博）に継続的に参加

し、また他方では、「超少子高齢･人口減少社

会に対応する家族福祉モデルの構築に関す

る研究」（同基盤研究Ａ：中嶋和夫）、ならび

に「地域のグローバル化に対応した社会福祉

援助技術の開発と体系化に関する基盤研究

（同基盤研究Ｂ：中嶋和夫）」を進めてきた。

それら一連の研究は、儒教文化、家族主義、

共同体意識、民族主義、地域社会などを総合

的な分析視点とするソーシャルワークの東

アジアモデルの構築を企図したものであっ

た。同様の視座から東アジア３地域における

資料を収集し、ブローカー介在型の多文化家

族に対するソーシャルワーク東アジアモデ

ルの構築を志向することは、社会福祉学の学

としての基盤整備と多文化家族福祉実践領

域の構築という点から意義深いものと思料

する。特に、『地域のグローバル化に対応し

た社会福祉援助技術の開発と体系化に関す

る基盤研究』では、ブローカー介在型多文化

家族の夫婦の家族形成に関する継続意思に

関連する要因を、結婚コミットメントやその

前提となるサイドベット理論を踏まえた個

人特性との関連で解析し、かつその解析結果

を基礎とする社会福祉学的なアプローチの

体系化を試みてきた。他方、家庭内暴力に関

しては、特にこれまで児童虐待と高齢者虐待

に着目して、その発生メカニズムとその対応

に向けての施策の提案を行ってきた。 

 

２．研究の目的 

家庭内暴力（DV）の発生メカニズムについ

ては精神医学、社会学、心理学等の立場から

多数の理論が提起されているが、社会福祉学

に立脚する生活問題に着目した実証的研究

はほとんど検討されていない。 

(1)本研究は、ブローカー介在型多文化家

族で多発している家庭内夫婦間暴力の発生

メカニズムを、生活問題に着目して実証的に

検討した。 

(2)さらに欧米先進国の家庭内暴力予防シ



ステムに関する資料を解析し、ブローカー介

在型多文化家族の家庭内夫婦間暴力に関す

る社会福祉学的な予防システムを新たな視

座構築することを目的とする。 

 

３．研究の方法 

(1)韓国においては、国際結婚の仲介業者

を通して結婚した韓国人の夫と外国人妻（結

婚移住女性）を対象に調査を行った。夫の調

査は、忠清南道と慶尚南道の多文化家族支援

センターの協力を得て、また外国人妻の調査

は、忠清南道と全羅北道の多文化家族支援セ

ンターの協力を得て実施した。前記地域の多

文化家族支援センターを利用する夫 495 名、

結婚移住女性675名を前記センター長が任意

に抽出した。 

(2)台湾においては、国際結婚の仲介業者

を通して結婚した台湾人の夫と外国人妻（結

婚移住女性）を対象に調査を行った。調査は、

台北市，高雄市，台北県，桃園県に在住する

多文化家族を対象に行った。著者らは世新大

学社会発展研究所等の多文化家族に関係す

る諸機関の協力を得て、前記４つの地域に在

住する夫 511 名、結婚移住女性 503 名を任意

に抽出した。調査期間は 2013 年４月であっ

た。 

 

４．研究成果 

本研究は、多文化家族の生活問題のうち、

夫婦間での家庭内暴力の発生のメカニズム

を実証的に検討すると同時に、その予防に関

する政策・施策の国際比較、さらには日常的

な生活問題に関連する社会福祉学的な臨床

的介入の指針を開発することを研究課題と

して、フランス、ドイツ、アメリカ、ニュー

ジーランド、韓国、台湾、日本の研究者なら

びにソーシャルワーカー等、多彩な人材が参

加した。 

学術的な成果として、 

(1)前記研究課題のうち、夫婦間の家庭内

暴力に関しては、夫と妻の双方向からアプロ

ーチしている。このようなアプローチは、か

なり野心的なチャレンジであったと思われ

るが、従前の研究においてこの種の研究では

ほとんどなされていなかったことを考慮す

るなら、大きな成果が得られたと推察され、

今後のこの領域における研究の発展、特にペ

アデータに基礎をおいた調査研究等にとっ

て、大きな示唆を与えるものと言えよう。 

(2)また、家庭内暴力の予防的な政策や施

策に関しては、従来は個別的で断片的になら

ざるを得なかった問題を、欧州地域、米国地

域、オセアニア地域、東アジア地域を視野に

いれながら、かつ各地域の研究者の協力のも

とに、社会福祉学的な観点から、成果をまと

め上げることができたことは、前記地域の歴

史や文化を踏まえつつも、人類に共通した社

会問題にアプローチする今後の研究におい

て、大きな示唆を与えるものと言えよう。 

(3)さらに、東アジア圏の多文化家族が直

面している生活問題を、ソーシャルワークと

いう枠組みにおいて、ほとんどこれまで体系

化されてこなかったニーズを軸に、専門的介

入に関する指針を整理したことは、今後のこ

の領域の研究に大きな示唆を与えるものと

言えよう。 
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